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［グーグルのブログ］ Google Blog

Googleでは様々な活動を行っており、その成果をブログを通じて発信しています。
ここでは、その一部をご紹介します。

https://japan.googleblog.com/

2001 年 9 月 1 日、私たちは東京・渋谷の共有オフィ
スの一角に、Google として初の海外拠点となるオフィ
スを開設しました。とは言っても、受付もなければ、
会社のロゴさえないので、通っても誰も気付かない
くらいひっそりとしたものでした。

「世界中の情報を整理し、世界中の人々がアクセスで
きて使えるようにすること」をミッションに、1998 年 
9 月に米国スタンフォード大学の博士課程に在籍して
いた 2 人の学生が立ち上げた Google は、2001 年
当 時 は Google マップ も Gmail も YouTube も 
Android もまだなく、日本では 2000 年から提供を
開始した Google 検索があっただけでした。
それから 20 年がたち、私たちの生活は大きく変わりました。
携帯端末の普及にあわせ、人々のライフスタイルがモバイルへと変化したことをうけ、2006 年に
は Google 検索 や Google 広告がモバイルに対応しました。また、2009 年には Android が初
めて搭載された携帯電話が発売され、それから 9 年後の 2018 年には、Google のスマートフォ
ン Pixel シリーズを日本で発表しました。
サービス提供開始直後は、テキストでの検索だけの対応だった Google 検索も、ウェブページ以
外の画像や動画にも対応し、言葉による音声検索、そして今では鼻歌や口笛だけで楽曲を検索で
きる鼻歌検索の機能も提供しています。また提供当初は、キーワードをいくつか並べて検索してい
たことを覚えている方もいらっしゃると思いますが、機械学習の進化とともに、今では普段話して
いるように検索ボックスに記入しても、探している情報にたどり着きやすくなっています。
Google マップでは、デスクトップ時代ではこれから行く「目的地（未来）」を検索することが多かっ
たかと思います。モバイルでの検索が多い現在では、目的地のほかに「今いる場所の周辺（現在）」
を調べることも増えました。また、2008 年に日本で提供開始したストリートビューではより詳細な
周辺状況を確認でき、今では駅などの多層階の複雑な屋内施設も AR によるナビゲーションがより
スムーズな経路検索をサポートしています。
この 20 年間で、働き方にも大きな変化の波が訪れています。Google では、2014 年にテクノロジー
を活用したより柔軟な働き方で女性の活躍を支援していくプロジェクト Women Will を立ち上げ、
2016 年に国内のパートナー企業とともに実証実験を行い、その結果を未来の働き方プレイブック
として公開しました。また、2017 年から開始したビジネスの規模や地域などにかかわらず、より多
くの方のデジタルスキル習得をサポートする取り組み Grow with Google では、2022 年までに
日本で 1000 万人にデジタルスキルトレーニングを提供することを目指しています。
昨年から私たちの生活に多くの影響を与えている新型コロナウイルス感染症では、刻一刻と変化す
る状況下で信頼性の高い情報を見つけやすくする様々な取り組みを Google 検索や Google マッ
プ、YouTube で行っています。また、ワクチンに関しても同様に、検索やマップで「コロナワクチ
ン」と検索すると、概要をはじめ検索している場所付近で接種予約を行っている医療機関の情報を
提供しています。
20 年間私たちが多くの製品や機能を提供してこられたのは、ひとえに多くのユーザーの皆様に使っ
ていただき、たくさんのフィードバックをいただいていること、そして私たちが思ってもいなかった
使い方で愛用いただいているからです。Google は、これからもすべての人にとって便利で使い
やすい製品を日本の皆様にお届けしていけるよう、真

し ん し
摯に取り組んでまいります。

● 20 年間の感謝を込めて
https://japan.googleblog.com/2021/09/20thanniversary.html

C O N T E N T S

2021年9月にデジタル・ト
ランスフォーメーション（DX）

の司令塔となるデジタル庁が発足
し、「デジタル社会の実現」に向け
た取り組みが本格始動しました。
全国の児童・生徒1人に1台のコ
ンピューターと高速ネットワーク
を整備する文部科学省の「GIGA
スクール構想」や、生涯にわたって
教育と就労のサイクルを繰り返す
「リカレント教育」などにより、デ
ジタル人材の育成に向けた動きは
加速しています。今号では、デジ
タル人材の育成と活用の最前線を
お伝えします。

これからの日本のために
不可欠なデジタル人材

　2016年、日本政府は人間中心のデジ
タル社会のあるべき姿「Society 5.0」を
提唱しました。これはSDGsにもつなが
る社会課題解決に向けた素晴らしい発想
に基づいたものでした。しかし、日本社会
のデジタル化はなかなか進まず、新型コ
ロナウイルス感染症の対応で諸外国に後
れをとっていることや、授業におけるデジ
タル機器の利用時間がOECD加盟国中
で最下位という結果が報じられました。
　こうした状況を打破するために、政府
は2021年9月にデジタル庁を発足させ、
文部科学省はGIGAスクール構想を強力
に推進してきました。そこで期待されてい
るのが、デジタル人材の育成と活躍です。
　デジタル人材の育成は一朝一夕には進
みません。しかし、政府、地方自治体、
教育機関、そして企業は、それぞれのシー
ンで前に向かって大きく動き出していま
す。デジタル社会の司令塔となるデジタ
ル庁では、民間の優秀な人材を大量に採
用し、その民間人材との交流によって「霞
が関の働き方を変える」組織を目指し、
官民融合によるDXで社会課題の解決に
挑んでいます。また、GIGAスクール構
想を推進する文部科学省は当初4年から
5年かけて実施する計画を1年で一気に

推し進め、地方自治体や企業
も独自の戦略でデジタル化

を推進。DXによる
社会課題解決
や、子どもたち
の 教 育 改 革、
デジタル人材
の育成を進め
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Special Interview
牧島 かれん氏
衆議院議員   デジタル大臣

ています。このような動きがあるレベルま
で広がったときに、社会全体がデジタル
化に向けて一気に加速していくことは想
像に難くないでしょう。

あらゆる場面で進む
デジタル人材の育成

　政府がデータ利用の枠組みを示し、そ
れを企業が活用してDXを進め、消費者
にデジタルの恩恵が届けられるようなサ
イクルができることにより、社会のデジ
タル化はよどみなく広がっていきます。
　それをリードするのは高度なデジタル
人材です。日本がデジタル先進国になる
ためには社会全体のITリテラシーを向上
させるとともに、世界を驚かせるようなIT
サービスを生み出す人材を輩出すること
が求められています。
　その一方で、デジタル化された社会か
ら誰一人取り残されないように、年齢、
性別に関係なく幅広くデジタルを利用で
きるための教育も必要になります。高度
なデジタル人材の育成と活用、そして社
会全般のITリテラシーの向上の両面から
のアプローチが必要とされます。では、
今行われている様々なデジタル人材の育
成はどのような道筋を示しているのでしょ
うか。
　今号では、新たにデジタル大臣に就任
した牧島かれん氏をはじめ、デジタル人
材育成に取り組む地方自治体の首長、
GIGAスクール構想を推進する文部科学
省やデジタル庁、独自の取り組みを進め
る企業や教育者からデジタル人材育成の
最前線の話を伺いました。
　今号でお伝えする情報が今後のデジタ
ル社会に向けた人材について考えるきっ
かけとなれば幸いです。
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岸田新内閣でデジタル大臣に就
任した牧島かれん氏は、自民党
政務調査会のデジタル社会推進
特別委員会で事務局長を務め、
デジタル庁設立の必要性を訴えて
きたDX推進派の衆議院議員で
す。「GIGAスクール構想」にも
立ち上げ時から関わる牧島氏は、
デジタル人材の育成が日本の未
来を切り拓

ひら
くと提案します。

S p e c i a l  I n t e r v i e w

「GIGAスクール構想」を推進して 課題解決型のデジタル人材を輩出
 世界に貢献するデジタル先進国ニ ッポンへ

末環境を整えるべき、との結論に達しま
した。つまり、子どもたち一人ひとりに個
別最適化された創造性を育む教育の実
現を可能とするICT環境の整備が重要と
考え、「GIGAスクール構想」を立ち上げま
した。
―現時点で感じている手応えや成果、あ
るいは課題についてご紹介いただけますか。
　1人1台端末の環境が整備されたことに
より、コロナ禍でも多くの学校がオンラ
イン授業に取り組めたことは　大きな成
果といえるのではないでしょうか。もち
ろん、初めてのことで教員の方々に戸惑
いもあったでしょうし、まだ工夫の余地
は残っていますが、子どもたちはPCや
タブレットを使った学びを体験して探究
する気持ちが強まったという声がたくさ
ん聞こえています。
　今後の成果として期待されるものの
一つが、コンピューター ベースド テスティ
ング（CBT）＊2の普及と、それに伴う読解
力スコアの向上です。先に述べたPISAな
どの学力調査で日本は子どもたちの読解
力スコアが伸び悩んでいることがわかっ
ていますが、それは子どもたちがCBTに
慣れていなかった影響が大きいと考えて
います。この課題の解消に向け、国内の
学習・学力調査のCBT化を進めて教育現
場を後押ししていきたいと考えています。

地域や学校を超えた「教育データ」の
活用が子どもたちの可能性を拓く
―教育現場のデジタル化が進むことで
一人ひとりの学習理解度や習熟度が可視
化され、自発的な学びが進むと期待されて
います。こうした「教育データ」の利活用に
関する方針についてご教示いただけますか。
　私が「教育データ」に期待しているの

は、子どもたちの学びを可視化すること
により、生徒一人ひとりの得意・不得意を
目に見える形で示し、個性を伸ばすこと
です。例えば、去年まで苦手だった科目が
今年はできるようになったとか、得意科
目を伸ばして学びの楽しさが倍増したと
か、1人でも多くの子どもにそういう体験
をしてもらいたいと思っています。

「GIGAスクール構想」が、1人1台端末
の整備を重視している理由はそこにあり
ます。
　地方創生の観点でも「教育データ」を有
効に活用できるのではないかと考えてい
ます。最近、2地域居住する方が増え、
東京と地方２つの学校にお子さまを通わ
せたいという要望が増えています。その
際に、生徒の学びの進捗度・理解度を
データ化し、個人情報の保護に配慮した
うえで、学校や教育委員会を超えて共有
できれば、途切れることのない学びが可
能になります。
　また、地域や学校を超えた「教育デー
タ」の利活用は学校に閉じた話ではあり
ません。例えば、長年ピアノ教室に通った
お子さまや、スポーツのクラブチームで
活躍されているお子さまのスキルや学習
記録を共有できれば、より多くの大人や
専門家が多面的にお子さまの成長を支援
し、可能性を広げられるのではないかと
期待しています。
―地域や学校、団体を超えて「教育デー

タ」を共有するプラットフォームにはどのよ
うな要件が必要であるとお考えでしょうか。
　例えば、担任の先生が代わったとか、転
校したといった理由で「教育データ」が消
失することがあってはなりません。そう
いった意味で最も重要な要件はセキュリ
ティだと思います。それに加え、お子さま
だけではなく教員や保護者の方々にも使
いやすいユーザーインターフェース（UI）
＊3の提供やユーザーエクスペリエンス

（UX）＊4の充実も重要です。そういった要
件を鑑みると、入り口としては日々使い
慣れているアプリを支えるクラウドのプ
ラットフォームが適しているのではない
かと思います。

デジタルネイティブ世代と一緒に
今から未来を変えるアクションを
―「GIGAスクール構想」の恩恵を受け
たデジタルネイティブ世代が2035年ごろ
には実社会で活躍し始めます。彼らは社
会やビジネスにどのようなインパクトを
与えるとお考えでしょうか。

　タイトルに盛り込んだ「アンリミッテッ
ド」には、デジタル活用で限界を超えた成
長へ導きたいとの想いが込められていま
す。本来、日本はモノづくりの匠

たくみ

に代表
されるような“現場力”を持つことが競争
力の源泉でしたが、デジタル化が行き渡
らなかったため、その力を最大限に発揮
できませんでした。この現場の底力をテ
クノロジーで強化し、日本の未来を力強
く切り拓くために必要となるのがDXで
あると考えています。
―日本の底力を発揮するにはデジタル
人材の育成が重要であり、その基盤として
教育のデジタル化が欠かせません。
　最新のPISA＊12018（OECDによる学
習到達度調査）によると、日本は授業（国
語、数学、理科）におけるデジタル機器の
利用時間が短く、OECD加盟国中で最下
位でした。文部科学省は2011年から「教
育の情報化」を推進していたにもかかわ
らず、なぜこのような事態になってしまっ
たのか。その原因の一つは、学校のICT
整備予算が首長の判断に委ねられている
ため、地域によって1人1台端末を整備す
る学校と、別の用途に使う学校があった
からだと考えられます。この問題の解決
はICT環境整備を自治体任せにしないこ
とであると判断し、国主導で1人1台の端

「GIGAスクール構想」を推進し
世界で活躍するデジタル人材を輩出
― 「デジタル・トランスフォーメーション

（DX）」という言葉がメディアでも大きな
話題となっています。
　メディアで“デジタル敗戦”という言葉
が使われているように、日本がデジタル
化において諸外国に後れをとっているこ
とは明らかです。自民党デジタル社会推
進本部はその事実を真

し ん し

摯に受け止めて集
中的にデジタル化施策を推進し、誰もが
自信を持てるデジタル先進国ニッポンを
1日も早く実現することを目指し、政策提
言「デジタル・ニッポン・アンリミテッド
2021 〜日本の現場力をデジタルで底上
げ〜」を取りまとめました。

衆議院議員
デジタル大臣

牧島 かれん氏
Karen Makishima

＊1   OECD（経済協力開発機構）が進めている国際的な学
習到達度に関する調査。15歳児を対象に読解力、
数学的リテラシー、科学的リテラシーの3分野について
3年ごとに本調査を実施している。

＊2   コンピューターを使った試験方式。受験申し込みから試
験実施、合否通知まで試験の工程が全てインターネッ
ト上で完結し、従来の紙試験に比べて受験者の利便
性や公平性が飛躍的に向上する。

＊3   ユーザーが製品やサービス、Webサイトなどを利用する
際の情報の表示形式や操作性、それらを実現する仕
組みのこと。

＊4   ユーザーが製品やサービス、Webサイトなどを利用して
得られる体験、またその心地よさや充足感などの概念。
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　デジタルネイティブ世代の可能性とい
う意味で最近私が感心したのが「子ども
国会」の活動です。「子ども国会」とは小中
学生を対象に開催したオンラインイベン
トで、社会的に関心が高い課題について
多様な視点で議論を行い、政策を立案し、
政府や政治家に政策提言を行うプログ
ラムです。そこに参加した小学生の子ど
もたちはチャットで情報交換し、リモー
トで議論を交わし、順番にプレゼンを行
うなど、もうデジタルが当たり前になっ
ているんですね。そして私たち世代が気
づかない課題を指摘し、イノベーティブ
なアイデアを次々に出してくれました。
その姿を見て、私たちの役割はその素晴
らしい提言を彼らが大人になる10年後、
20年後の政策に反映することではなく、

「私たちが未来をつくるから一緒に考え
ましょう」と今すぐに彼らの声を先取りす
ることだと思いました。
―将来、デジタル人材の活躍によって
多様な社会問題が解決されたり、新たなビ
ジネスモデルが創出されるとの期待が高
まる一方で、「Society 5.0＊5」が提唱する
ように“人間中心”のデジタル社会をつく
りあげることが重要です。その“人間中
心”の視点を身につけるために教育現場
には何が求められるのでしょうか。
　“人間中心”という文脈でいうと、認知能
力を高めるだけではなく、相手を思いや
る気持ちや目標に向かって一生懸命がん
ばって自己肯定感を築くこと、困ってい

る方に寄り添うこと、といった非認知能
力を高めることが必要だと思います。人
間でなければできないことは何か、AI（人
工知能）にできないことは何か、常に考え
る視点が必要です。今の学問体系は理系
と文系を分けていますが、今後は理系で
も哲学や倫理など心に関わる学びが必要
になるのではないかと考えています。
　私はデジタルネイティブ世代の人たち
は、私たちの世代よりも心の問題に敏感
だと感じているので、あまり心配はいら
ないと思っています。例えば、彼らは
SNSを使う際にも、どういう言葉を使う
と人を傷つけてしまうのか、誹

ひ ぼ う

謗中傷は
なぜいけないのか、敏感に感じ取りなが
らコミュニケーションをとっています。
そういうことを考えられる子どもが増え
たのは、おそらくSNSがあったことで孤
独を感じずに済んだとか、SOSを出すこ
とができたとか、親にも先生にも言えな
いことを相談できたという体験をしたか
らではないかと考えています。誰にも言
えないモヤモヤした気持ちや悲しい気持
ち、コロナ禍で友だちに会えない寂しさ、
家にいても募る不安、そのような想いを
発信するために1人1台端末を役立ててい
ただくことも、もう一つの「GIGAスクー
ル構想」の目的といっていいと思います。

障がいを超え、地域を超えて
デジタル人材が課題を解決する時代
― 「GIGAスクール構想」が進展し「教

育データ」の利活用が進み、デジタル社会
が実現したとき、日本は世界にどのような
貢献ができるのでしょうか。
　今、日本の教育はいろいろな意味で国
際的な注目を浴びています。以前訪問し
たエジプトには「日本式学校」と呼ばれる
学校がありました。国語・算数・理科な
どの基礎科目はどの国や地域でも一生懸
命勉強していますが、「日本式学校」の特
徴はカリキュラムの中に情操教育が組み
込まれていることにあります。校庭を備
え、図工や音楽、美術、体育などの授業を
とても大切にする「日本式学校」は、他国
のお手本になる教育システムだと思って
います。
　他国から日本の学校で教育を体験させ
たいという要請をいただくこともあります。
例えば、サウジアラビアの教育省は高い
潜在能力を持つ「ギフテッド＊6」と呼ばれ
る高校生に刺激を与えるため、日本の学
校を体験させるプログラムをつくりたい
と申し入れてきました。このようにギフ
テッドな子どもたちに、日本の教育を体験
させて成長を促したいと考える国は少な
くありませんので、そういった部分の連携
を今後も強化したいと思っています。特
に日本は障がいに関係なく全員同じ教室
で学べる学校や、視覚・聴覚の障がいに配
慮した教室・教材の開発など、インクルー
シブ教育の先進国です。そういった制度
が整っていない国への支援もこれからの
重要なテーマになると思います。

―社会的包摂の観点から、障がいやデ
ジタルデバイドを抱える方々への支援や
援助におけるデジタル活用についてどの
ように考えていらっしゃいますか。
　障がいのある方ほどデジタルデバイド

（情報格差）を抱えていると思われがちで
すが、私はむしろ逆だと思っています。例
えば、コロナ禍が発生した際、厚生労働省
のホームページでは電話での問い合わせ
しか受けていませんでした。運用開始後、
聴覚障がいのある方から「メールのほう
が相談しやすい」と要望が届いたとき、私
はその観点が欠けていたことに気づき、
すぐに自民党内の会議に進言してメール
対応を実現しました。当時の河野（太郎）
ワクチン担当大臣も、Twitterで色弱の障
がいのある方から「ワクチン接種の予約
状況が黄色とオレンジで識別しているけ
れど判別が難しい」との意見をいただき、
すぐにユニバーサルデザインにのっとっ
た色みに変えました。もしこれを印刷し
ていたら、回収や再印刷で膨大な時間と
コストが無駄になっていたことでしょう。
　これは課題を抱えていらっしゃる方ほど
デジタルを積極的に活用しており、私た
ちが気づかない課題に敏感であること、
そしてデジタルで施策を実現していれば
柔軟かつ迅速に課題解決ができるという
2つのことを示唆する事例といえます。
　一般にイノベーションは超えられない
課題に直面したときに生まれるといいま
すから、障がいなどの課題を抱える方に
もっとデジタルを活用いただける環境を
つくることがイノベーション創出の可能
性を高めるといえるのかもしれません。
―これからの日本社会にはどのような
パラダイムシフトが訪れ、ビジネスや国民
生活はどう変わるのでしょうか。
　私は「これはデジタルだから」とか「DXだ
から」とか意識することなく、気がついたら
便利で安心な暮らしを実現できていること
が大事だと思っています。例えば、80代、
90代の方でもテレビのリモコンは難しい
と感じていませんよね。デジタルツールが
どんどん身近になり、いちいち勉強しな

くても使えて生活が穏やかに過ごせるよ
うになればクオリティ・オブ・ライフが上がっ
たと思えるはずです。気づかないうちに
パラダイムシフトが起きていることが理
想的ではないかと考えています。
　特に日本は自然災害が多いですから、
災害時に自分の命を守り、避難ができる、
避難後も不自由なく生活ができ、迅速な
復旧・復興ができること。コロナ禍でも同
じですが、有事の安心につながるデジタ
ル活用は今後ますます重要度が高まると
思います。
―最後に、理想の「デジタル人材」はどの
ような人物像かお聞かせ願えますか。
　一言でいえば、ソリューションを持って
いる方だと思います。日本にも世界にも
課題はたくさんあり、それを解決する人
材が求められています。デジタルのツー
ルと蓄積されたデータさえ用意すれば、
それを解決する人材は必ずしもその地域
に居住している必要はありません。世界
中の優秀なデジタル人材の力を結集すれ
ば、きっと地元では思いもよらない解決
策を生み出せるはずです。そうであるな
らば、課題を抱える地域は「自分の町は課
題先進地域です」と手を挙げて一緒に課
題を解決してくれる人と出会うことが必
要だといえます。手を挙げることは決し
て恥ずかしいことではありません。ぜひ、
オープンに情報発信してほしいですね。
　地域だけではなくグローバルな課題解
決も同じことだと思います。地球温暖化
や貧困、エネルギー、食料問題など課題は
山積していますが、この世界を、この地球
を、この国をもっとよくしたいと考えて
いるデジタル人材は世界中にいらっしゃ
います。これからはそういった課題解決
型のデジタル人材が世界規模で活躍する
時代になるのだと思います。

PROFILE
1976年11月1日神奈川県生まれ。国際基
督教大学教養学部社会科学科卒業、米国
ジョージワシントン大学ポリティカルマネージメ
ント大学院修了（修士号取得）、国際基督
教大学大学院行政学研究科博士後期課程
修了（博士号取得）。2012年衆議院選挙
において初当選。内閣府大臣政務官（地方
創生・金融・防災担当）、自由民主党青年
局長、同党デジタル社会推進特別委員会
事務局長などを歴任。2021年10月、デジ
タル大臣、行政改革担当大臣、内閣府特
命担当大臣（規制改革）就任。著書に『政
治は「歌」になる』がある。
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。＊5   国が目指す未来社会。サイバー空間（仮想空間）とフィ

ジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステム
により、経済発展と社会的課題の解決を両立する人
間中心の社会。狩猟（Society1.0）、農耕（2.0）、
工業（Society 3.0）、情報（Society 4.0）に続く
新たな社会（Society）との概念を有する。

＊6   先天的に顕著に高い知性と共感的理解、倫理観、
正義感、博愛精神のいずれかを持っている人のこと。
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文部科学省
初等中等教育局 学校デジタル化プロジェクトチーム

課長補佐 サブリーダー

高橋 洋平氏
Yohei Takahashi

小中学校の教育現場をデジタルで
支える「GIGAスクール構想」が
2021年4月から本格的にスター
トしました。すでに2020年度
末には96％の学校に小中学生1
人1台端末が納入され、教育現場
のデジタル活用は始まっています。
世界に類を見ないこの壮大な取り
組みの狙いはどこにあり、日本の
デジタル人材の育成にどのような
変化をもたらすのでしょうか。文
部科学省 初等中等教育局 学校デ
ジタル化プロジェクトチームの高
橋洋平氏にお話を伺いました。

デジタル時代を幸せに生きるための
情報活用能力を育むGIGAスクール構想

らアクションをとれる力が必要です。そ
の能力を身につけるための前提となる環
境が整備できました」（高橋氏）。
　ICT環境の整備は子どもたちにとって
朗報のようです。文部科学省が令和3年
度に実施した「全国学力・学習状況調査」
で9割以上の子どもたちが、学習の中で
のICT活用は勉強の「役に立つと思う」と
回答し、8割以上が「もっと使いたい」と回
答しています。高橋氏は「大人はその回答
を信じて全力で環境を整えるべきです」
と話します。

1人1台端末利活用にあたっての
具体的な支援を提供

　すでにほとんどの学校に端末が納入さ
れていますが、課題もあります。多くの学
校にとって、GIGAスクール構想の整備と
活用は突然のこととして受け止められて
います。現場に戸惑いがあるのは当然で
す。「教育指導面と運用面のそれぞれに課
題があることはわかっています」と高橋
氏は現状の課題を指摘します。
　教員の多くは、児童・生徒の1人1台端
末環境を前提とした授業を実践したこと
はなく、それをサポートする体制とノウ
ハウの提供が必要です。文部科学省では

そのニーズに応えるために「GIGA StuDX
（ギガ・スタディーエックス）推進チーム」
を立ち上げました。教育活動で参考とな
る優良事例を発信するとともに、教育現
場の悩みや課題を共有することで全国
の教育委員会や学校を支援していく組
織です。
　また、ICTの専門領域についてはその
道のプロの支援を用意しました。ICT環
境の整備計画や機器の調達、セキュリ
ティ対策を支援する「ICT活用教育アドバ
イザー」、ICT環境の整備の初期対応を
行う「GIGAスクールサポーター」、日常的
な教員のICT活用を支援する「ICT支援
員」、全国からの問い合わせに対応する
コールセンターなどです。
　運用面での課題はネットワークです。
2021年9月に実施したアンケートでは

「ネットワーク回線の整備が不十分」「接続
スピードが遅い」などの声が寄せられま
した。

デジタル人材の裾野を広げ
日本の国力の底上げを

　「そのほかにも指導者用の端末整備や
教科書のデジタル化など課題は山積みで
すが、一つひとつ解決して軌道に乗せる

ことが大事です」と高橋氏。ICT環境を最
大限活用して子どもたちの学びを支えて
いくために、デジタル庁をはじめ、総務省
や経済産業省などと日々協議し、民間企
業とも積極的な連携を図っています。
　教育に関わる活動そのもののデジタル
化と並行して、教育データの利活用も検
討されています。現場から得られたデー
タを分析して、学習内容の改善や教育施
策に生かすというサイクルが確立される
ことで教育活動はより充実したものに
なっていくはずです。
　「手応えは十分に感じています。これか
らもデジタル化を推し進め、デジタル社
会を幸せに生きていける情報活用能力を
身につけてもらうとともに、個別最適で
協働的な学びをICTの力で実現すること
で日本全体の国力を底上げしていきた
い」と高橋氏は意気込みを語りました。
　GIGAスクール構想によってデジタル
人材の裾野が大きく広がることは間違い
ありません。そこから高度なデジタル人
材も数多く生まれてくるでしょう。当初4
年から5年かけて実施する計画を1年で一
気に推し進めたGIGAスクール構想は、画
期的な取り組みとして海外からも注目さ
れています。

チョーク。学校内外のギャップの大きさ
が明らかになりました」と高橋氏は語り
ます。子どもたちの多くはスマートフォン
を持っているのに対して、学校はコン
ピューター室に古いPCが置かれている
という状況でした。
　「地域間の差もありました。地方財政措
置はその使途に制限がなく、各自治体で
どの分野に投資するかはそれぞれの裁量
に任されています。結果として、ICTに投資
する自治体とそうではない自治体では、
ICT環境に大きな差が生じました。そこで
国が主導して、ICT環境整備を進めなけれ
ばならないと考えたのです」（高橋氏）。

　
1人1台の端末を用意し
高速ネットワークを整備

　GIGAスクール構想の大きな特徴は「1
人1台の端末」と「高速ネットワークの整
備」を打ち出したことです。特に前者が学
校にもたらす変化は大きなものです。こ
れまでコンピューターを利用するにはコン
ピューター室に行かなければならなかっ
たのが、普段の授業で全員が文房具のよ
うに端末を使えるようになりました。
　「1人1台」の目的は、端末をツールとし
て活用することで一人ひとりに合った学
習を提供する「個別最適」と、コラボレー
ションで学習を進める「協働的」な学びの
双方を実現することです。カリキュラム
の基準である学習指導要領にも「学習の
基盤となる資質・能力」として「言語力」
と併せて「情報活用能力」が盛り込まれま
した。
　「これからはますます先行きが不透明
で、変化の激しい時代になっていきます。
受け身の学びだけでは時代を乗り切る能
力は養えません。自ら課題を設定して自

学校内外のICT環境には
大きな差が生じていた

　「今年度はコロナ禍の分散登校でもオ
ンラインを活用して“学びを止めない”こ
とが実現できました。GIGAスクール構想
を進めていてよかったと思いました」と高
橋氏。GIGAスクール構想は新型コロナ
感染症に対応するために推進されてきた
わけではありませんが、期せずして効果が
あったと話します。
　GIGAスクール構想は、日本の学校教育
現場への強い危機感から生まれました。
そのきっかけになったのが2018年に行
われたOECD（経済協力開発機構）による
学習到達度調査、PISAの結果です。日本
は学校の授業におけるデジタル機器の利
用時間でOECD加盟国中最下位だった
のです。
　「デジタル機器でチャットやゲームをす
る頻度は1位なのに、教育現場は黒板と

G I GAスクール構想
GIGAスクールを基盤とした令和の日本型学校教育

個別最適な
学び

協働的な学び

校務の効率化
～学校における
事務を迅速かつ
便利、効率的に～

教育データの
利活用による
効果的な
学びの支援

目指すべき次世代の学校・教育現場

意見・回答の
即時共有を通じた
効果的なグループ

別学習

病院に入院している子どもと
教室をつないだ学び

遠隔技術を活用した
大学や海外との連携授業

学びの基礎となる
デジタル教科書

データに基づいた
最適な教材・指導案
の検索やレコメンド

個々の子どもの状況を
客観的・継続的に把握

個々の子どもに応じた
よりきめ細かな指導方法の

開発・実践

知識・技能の
定着を助ける
デジタルドリル

不登校児童生徒
への支援の充実

障がいのある児童生徒
への支援の充実

遠隔技術を活用した
場所に制約を受けない
教員研修や採点業務

校務支援システムを
活用した校務の効率化

校内・教育委員会など
とのデータ即時共有

学習履歴、行動などの様々な
ビッグデータ分析による「経験知」
の可視化、新たな知見の生成

ベテラン教師から若手教師への
「経験知」の円滑な引き継ぎ

全ての子どもたちの可能性を引き出す、
個別最適な学びと協働的な学びの実現

出所：文部科学省

1982年生まれ。東北大学教育学部卒業。2005年文部科学省入省。初等中等教育局初等中等教育企画課専門職、
研究振興局振興企画課総括係長、生涯学習政策局政策課教育改革推進室専門官、米国カリフォルニア大学バークレー
校客員研究員、高等教育局私学部私学助成課課長補佐などを歴任。2021年10月から現職。
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デジタル庁
総括官付参事官付参事官補佐

戦略企画、準公共総括及び教育担当

  横田 洋和氏
Hirokazu Yokota

デジタル庁
参事官　総括・総務

  吉田 宏平氏
Kohei Yoshida

2021年9月に発足したデジタル
庁には民間からも多くの人材が採
用され、これまでにない革新的な
体制で日本社会のデジタル化に向
けた様々な取り組みが行われてい
ます。デジタル庁は日本のデジタル
化推進でどのような役割を担い、
デジタル人材の育成や活用にどう
関わっていくのでしょうか。デジ
タル庁のキーパーソンである同庁
参事官の吉田宏平氏と、参事官補
佐（戦略企画、準公共総括及び教
育担当）の横田洋和氏に話を伺い
ました。

デジタル社会の司令塔、民間人材との
交流で霞が関の働き方を変える組織に

支援していきます。先日、一番の当事者で
ある子どもたちにアンケートを実施し、
21.7万件もの回答をいただきましたが、
デジタルの力を使うことで今までできな
かった子ども目線から政策を変えていく
ことは大きな成果です。
　もう一つはデータの領域です。学びを
個別最適なものにデザインしたり、現場
の業務改善などにデータを利活用してい
きます。その際、文部科学省の管轄以外
の塾や、社会人教育も含めて全体を俯

ふ か ん

瞰
してデータ利活用の全体設計を描くのが
デジタル庁の役割です。

民間人材と交流しながら
行政人材が育つ仕組みを

――デジタル庁は民間から多くの人材を
採用しています。民間からの人材が加
わったことで何か変化はありましたか。
吉田　それぞれが専門領域を持っている
人たちですが、共通しているのは国民目
線を突き詰めてシステムやサービス、
ユーザーインターフェース（UI）の見直しを
徹底する意識です。デジタル人材は各省
庁や地方自治体にも必要です。民間人材
との交流を通して行政人材が育つ仕組み
ができればいいのではないかと思ってい

ます。
横田　役人同士には「暗黙の了解」が前
提にあるのですが、それがないことで、「な
ぜそうなっているの？」というところから
議論するようになりました。そうした根
本的なところから問題意識を持って、
変えられるところは変えるようにしてい
ます。
――デジタル人材の採用ではどのような
点を重視しているのでしょうか。
吉田　民間の採用プロセス自体が新しい
取り組みなので、そのための専門家を採
用し進めています。職務の内容を詳細に
記述したジョブディスクリプションに対
する知識やスキルがあり、国のサービス
にチャレンジしたい人を採用しています。
ただし、霞が関としては初めての試みで
すから、仕事をする環境やツールなども
不十分で、まだ発展途上の状況です。
――これまでの複数のポジションを経験
するような人事異動も変わるのでしょう
か。
吉田　デジタルの専門領域では2年スパ
ンで変わっていくような人事は難しいと
思いますが、変わることで育成できる面
もあります。例えば、一人のキャリアパス
の中でデジタル庁を複数回経験しても

らったり、一度民間に移った人がデジタ
ル庁の扉をたたくことでまた同じ環境に
戻ってくるというルートがあってもいい
と思います。

「新しい働き方がある」と
言われる組織にしていく

――「理想のデジタル人材」とはどのよう
な人でしょうか。
吉田　アナログのことも含めて概念を再
定義する必要がありますが、これまでの
仕組みや制度を理解したうえでその先を
いく提案ができる人材が理想です。
横田　2つあると思います。デジタルが浸
透してもアナログの空間はなくなるわけ
ではありません。デジタルという手段で
生活がどう変わるのかなど、デジタル
とアナログの懸け橋役が果たせる人。も
う一つは、「居心地の悪い」変革を進めら
れる人です。変革は過去の実践から逸脱
しますが、将来的に見ればプラスになる
ことについて、心理的安全性を保ちなが
ら粘り強く調整できる人が必要です。
――最後に今後のデジタル庁について
方針などをお聞かせください。
吉田　まだ一人前の組織になったとはい
えません。カオスともいえる状態です。
それを働きがいのある組織に変えていき
たい。「あそこには新しい働き方がある」
と言われるように、デジタル庁が旗印に
なっていきます。今が霞が関の働き方を
変えるチャンスです。デジタル庁が働き
方を変え、他の省庁にも広げていきたい
ですね。
横田　今はデジタル庁への期待が高
まっていると感じています。しかし、各省
庁が「デジタル庁がやってくれるから」と考
え、当事者意識を失うと危険です。わずか
600人ですから、できることには限りが
あります。デジタル庁が先頭を走ります
が、次は各省庁がデジタル庁のようにデ
ジタルを活用し、それが当たり前になる
ことで国としてのデジタル化が進んでい
くのではないでしょうか。

タル臨時行政調査会（臨調）を設けて必要
な制度改革にも取り組んでいきます。
　また、“誰も取り残さないデジタル化”
という意味では「アクセシビリティ（使い
やすさ）」もキーワードです。障がい者、高
齢者、経済弱者も含めてデジタル化の対
象を広げていきます。
横田　デジタル活用には提供者側の発想
ではない一人ひとりのニーズに合った
サービスが必要です。デジタル庁として
はそうした視点から「デジタルを意識し
ないデジタル社会」を目指しています。
2025年を目指した具体的なアクション
プランを2021年末までにまとめます。デ
ジタル庁は、その旗振り役として全体の
進捗状況に目を配りながら司令塔機能を
担うことになります。
――「GIGAスクール構想」にはどのよう
に関わっているのでしょうか。
横田　デジタルを活用した政策改善とい
う領域については、デジタル庁としても

デジタルを意識しない
デジタル社会を目指す

――日本社会のDX（デジタル・トランス
フォーメーション）をどのように推進して
いくお考えでしょうか。また、そこでデジ
タル庁はどのような役割を担うのでしょ
うか。
吉田　キーワードは「社会全体のデジタ
ル化」です。国や地方自治体のシステムだ
けではなく、企業や人々の暮らしなど社
会全体のデジタル化を進める役割を担っ
ています。医療や教育、防災など国民の
暮らしに密接に関係する領域やデータ標
準も手がけています。
　この20年間、省庁ではアナログを電子
化するデジタル化を進めてきましたが、
本質的な変革のためには単なる電子化で
はなく業務や制度を見直す必要がありま
す。これをデジタル庁だけではなく、規制
改革・行政改革の取り組みと併せ、デジ

政府におけるデジタル人材の育成・活用

2011 年 文 部 科 学 省 入
省。教員の数、学校と地
域との連携、特別支援教
育などを担当し、2016年
から米国コロンビア大学で
行政学修士取得。2019
年10月、第2子の誕生に
伴い妻と交代して半年間
の育休を取得。2020年９
月よりデジタル改革関連法
案（基本法）を担当。

1994年郵政省（現・総務
省）入省。情報通信政策、
特に携帯電話の新規参入
や番号ポータビリティの導
入、ICT化の推進などに
従事。大手広告代理店へ
の出向などを経て、2018
年７月より内閣官房IT室で
デジタル改革を担当。
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P r e f e c t u r a l  p o l i c y

群馬県知事

山本 一太氏
Ichita Yamamoto

群馬県知事の山本一太氏は「新・
群馬県総合計画」を掲げ、群馬県
全体にデジタル・トランスフォー
メーション（DX）を起こすための
仕組みづくりを進めています。参
議院議員時代にはIT・科学技術
担 当 大 臣 を 務 め、 以 前 か ら
YouTubeやTwitterを駆使し
た情報発信を積極的に行ってきた
山本氏は、デジタル化にどのよう
に取り組み、何を目指しているの
でしょうか。“始動人”というイノ
ベーティブ人材像を掲げる山本氏
に、デジタル人材の果たす役割も
含めて群馬県におけるデジタル化
について伺いました。

誰も取り残さない幸福度の高い県を
デジタルの力で実現していく

プトが生まれました。
　これまでの大量消費大量生産の時代と
は異なり、知識があって協調性やバラン
ス感覚に優れた人材より、自分の頭で考
えて道を開いていく人材が求められてい
ます。始動人とはリスクを冒しても一歩
踏み出せる人のことです。そういう人材
が生まれる土壌を作るために、教育イノ
ベーションの予算を設け、最先端の
STEAM教育に取り組んでいます。
――国はGIGAスクール構想を推進して
いますが、群馬県は本格的に取り組みが
進んでいます。その原動力はどこにある
のでしょうか。
　計画を5年前倒しして思い切って予算
を投入し、他県に先んじて「1人1台の
PC」を実現しました。ただ、人がバーチャ
ルだけでは生きられないように、教育に
もデジタルとリアルの両面が必要です。
デジタル化によって教師の皆さんの発想
が変わり、授業そのもののコンセプトも
変わるきっかけになっていると実感して
います。
　もう1つの鍵となるのがデータの利活
用です。IT担当大臣をしていた頃から、
日本ではデータを活用するプラットフォー
ムが遅れていると思っていました。今で
も不正確なデータを基にしたランキング
などが発表されています。
　教育で求められているのは生徒個人の
特性に合わせた「テーラーメイド教育」実
現のためのデータ利活用です。それを視
野に入れ、群馬県では公立小中学校の約
98％、県立高校の生徒全員がGoogleア
カウントを取得しており、共通プラット
フォームとしての活用も検討していると
ころです。

デジタルと人と文化が
組み合わさる世界を

――デジタル化が進んだ社会においても
人間中心の観点が大事だと言われていま
す。デジタル人材にはどんな要素が必要
だと思われますか。

　高齢者はデジタルに弱いと思われてい
るようですが、本当にそうでしょうか。群
馬県は全国に先駆けてワクチンの接種証
明をデジタル化して「ぐんまワクチン手
帳」と名付けたのですが、利用している
20万人のうち約3割は60歳以上です。こ
うした先入観を持たなくてもよいのでは
と考えるようになりました。始動人を作
るためにはデジタルの力は必須ですが、
多様性を尊重する姿勢も重要です。イノ
ベーションとか新しい感覚は多様性の中
からしか生まれません。
　10月から群馬県のキャラクターである

「ぐんまちゃん」のアニメを、群馬テレビ
を中心に放映しています。「クレヨンしん
ちゃん」の監督にお願いした本格的なア

ニメで、Twitterでも話題になっていま
す。そこには様々な“生物”が登場します。
見た人から「あのキャラクターは何の動
物ですか」と聞かれるのですが、私は「生
物です」と答えています。この世界観が大
切です。多様な生き物がいてこそ、面白い
ことが起きてくると思うのです。
　そもそもデジタルだけが先行する社会
は日本にはなじまないのではないでしょ
うか。デジタルによっていろいろな生き
物が存在できるようになります。始動人
もその1つです。新しい文化が染み出す

「デジタル発酵」はデジタルと人と文化が
組み合わさって始まります。群馬県でも
デジタル発酵を起こすためのデジタル人
材を育てていきます。

化というとすごく冷たく聞こえるかもし
れませんが、本当は温かいものなのです。
――知事就任後に「新・群馬県総合計画」
を策定され、CDO職（現・DX推進監）を新
設するなど県を挙げてDXを推進されて
いますね。
　群馬県は東京にも近く、中位中庸に甘
んじているところがあります。私は「この
ままでは未来が危うい」と考えて知事選
に出馬しました。そして群馬県の可能性
を引き出す政策を進めていくために策定
したのが「新・群馬県総合計画」です。5年
後、10年後を見据えて政策の主な手法を
まとめたロードマップであり、その重点
施策の1つがDXです。
　策定にあたっては、県外も含めた有識
者による委員会を作って活発な議論を行
いました。ここでまとめた「すべての県民
が誰一人取り残されず、誰もが幸福を実
感できる自立分散型社会」という言葉に
私のビジョンが凝縮されています。その
実現にはDXが不可欠です。
　DXやCDOという言葉を県議の皆さん
に受け入れてもらうのは大変でしたが、
デジタルで群馬県の魅力を引き出す「デ
ジタル×文化×人」こそが私の目指すと
ころです。

公立小中高のほぼ全員が
Googleアカウントを取得

――群馬県に必要な人材として「始動人」
を掲げています。始動人とはどんな人材
なのでしょうか。
　2年間知事を務めて思うのは、どんな時
代でも一番大事なのは教育であり、最も
政治が取り組むべき領域だということで
す。教育によってどんな人材を育成する
のか考えたときに「始動人」というコンセ

デジタル化の目的は
人々を幸せにすること

―― DXへの関心が高まっていますが、
デジタル化によって何を成し遂げようと
お考えですか。
　世界は2年近く新型コロナに翻弄され
てきました。このパンデミックの中で露
呈したのが、日本のデジタル化の遅れで
す。労働力人口が減少していく中で人々
を幸せにするには、デジタル化が不可欠
です。ただ、これからの日本を担っていく
40代くらいの政治家はデジタル世代であ
り、自民党にもデジタルに強い人たちが
増えています。共通しているのは、デジタ
ル化の中身や意義をしっかりと国民に説
明できるところです。
　デジタル化はそれ自体が目的ではな
く、人々の生活の利便性を向上させるた
めのものです。生活をより豊かにして幸
福度を上げるためにあります。デジタル

地方自治体のデジタル人材育成

1958年1月24日群馬県草津町生まれ。中央大学法学部卒業、米国ジョージタウン大学大学院国際政治学修士課程
（MSFS）修了。1986年国際協力事業団（JICA）勤務。1995年7月参議院議員当選、外務政務次官、参議院外
交防衛委員長、外務副大臣、内閣府特命担当大臣、参議院予算委員長などを歴任し、2019年7月から現職。

従来の日本の教育システムは、
大量生産型の経済に最適化

今後の群馬の教育は、
刷新・創造こそが価値を生む時代に対応

群馬の環境を生かした教育で感性を磨きながら、デジタルで世界とつながる

育ててきたのは、「皆が走る競争で強い人」 「他人が目指さない領域で動き出す人」 へ
理解・処理・
整理する力
（偏差値）

発想し、
動き出し、
生き抜く力

従来の日本の教育が
理想としてきた画一的「優等生」

理解・処理・
整理する力
（偏差値）

発想し、
動き出し、
生き抜く力

群馬の教育が
理想とする「個性」
学力だけでなく、
・自分の頭で未来を
  考える力
・動き出す力
・生き抜く力
を持った人

出典：「シン・ニホン」（安宅和人）、「やり過ぎる力」 （朝比奈一郎）

● 従来の日本教育システムと今後の群馬の教育

● 「群馬ならではの学び」で群馬の子どもたちから「始動人」を育てる

新・群馬県総合計画（ビジョン） 群馬から世界に発信する 「ニューノーマル」
実現へのロードマップ（2040年に向けた、政策の方向性）-教育イノベーションより

ICT

豊かな
自然

豊かな
食

義理と
人情

国際色
豊かな
地域

歴史
文化

群馬県は都心からほどよく離れ、
豊かな自然と歴史文化があり、地
域の中で様々な体験をしながら学
ぶ環境が整っている。
さらに、小中高の教育の中で、ICT
を横断的・連続的に駆使した学び
により、群馬全域において、いつで
もどこでも世界とつながる幅広い
学びが実現する。

世界とつながる幅広い
「学び」
緊急時においてもオン
ラインで「学び」を保障
個別最適化した「学び」

「群馬ならではの学び」の確立へ

「群馬の土壌」を
生かした「学び」

群馬の環境を
生かした教育

デジタルを活用した
新しい教育
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久留米市　教育部
（総務）（学校教育課）（学校施設課）（教職員課）（学校保健課）（教育センター）

【教育ICT推進課】

【各学校】

校長（CIO）

ICT活用コーディネーター

ICT推進リーダー

学級担任・教科担任

児童生徒

くるめGIGAスクール推進協議会

1人1Googleアカウント
リーダーの育成

2020年度にICT推進リーダーを
対象に全5回の研修を実施

授業参観、操作研修、
Kickstart Programなど

リーダーは各学校で
校内研修を実施

全64校
（モデル校2校）

小・中学校教育研究会
各部会でChromebookの
活用方法を研究

Google認定教育者資格取得
など

自己研修支援

C i t y  p o l i c y

久留米市長

大久保  勉氏
Tsutomu  Okubo

福岡県久留米市は「GIGAスクー
ル構想」をベースに独自の教育
ICT施策を推進し、世界に通じる
デジタル人材の輩出を目指してい
ます。強力なリーダーシップで教
育改革を推進する大久保勉市長に
お話を伺いました。

紙と鉛筆からクラウドを活用した教育へ
社会を変える人材育成を目指す久留米市

―久留米市独自の取り組みと、成果に
ついてご紹介いただけますか。
　Chromebookを自宅へ持ち帰るよう
にした結果、「子どもが楽しそうに宿題を
やっている」「家に帰ってくるなりパソコ
ンを開いて勉強している」「勉強好きでは
なかった子が、勉強するようになった」と
いった保護者の声がたくさん届きました。
一方「自宅での端末利用は、ネットいじめ
を助長する」との反対意見もありました。
しかし、交通事故の原因が車ではなく、大
事なのは運転免許証の取得や車を乗りこ
なす技術、交通ルールを守ることである
のと同様、教育の役割もそこにあると考
え、ITリテラシーを高めるマナー教育や人
権教育に力を入れました。
―「教育データ」の利活用の方針につい
て、ご教示いただけますか。
　市内2万数千人の児童・生徒と教員の
授業におけるICT利用率をデータで把握
できるようになり、利活用が進んでいない
学校などに対するプッシュ型支援を始め
ました。次のステップでは「教育データ」
をもとに児童・生徒の学習進捗度を把握
し、一人ひとりに個別最適化された教育
を実践したいと考えています。また、全国
学力テストがデジタル化された暁には、
その成績と学びのデータを突合して授業
改善に生かしたいと考えています。
―「GIGAスクール構想」は、子どもたち
の将来にどう影響するとお考えですか。
　子どもたちが20年後、30年後、どこで
仕事をするのか、何をするのか、何がかっ

こいいのか、そういったことをなるべく早
い段階で、できる限りリアルに体験する
ことが重要だと思っています。例えば、自
身の体験をもとに「YouTuberになりた
い」と具体的な目標があれば、学びの意欲
も変わってくると思うのです。国語・算
数・理科・社会ができるという評価軸に固
執することなく、得意なものを強くする
ことを認める教育の実践が、社会を変え
る力になるのではないでしょうか。
―「GIGAスクール構想」の成果を拡大
する上での課題について、お聞かせいた
だけますか。
　自宅にネット環境がない家庭が市全体
の数％もあるということは、大きな課題で
す。この課題を解決しなければ、「Wi-Fi
が使えない子どもが1人でもいると不平
等だから」という理由で、紙と鉛筆に戻っ
てしまうリスクがあります。もうひとつは、
デジタル教科書の利用に伴う問題です。久
留米市は全小中学校をダイレクトにイン
ターネットへつなぐ設計をしていますが、
それでも1000人の児童・生徒が同時に
オンライン授業をしたらスムーズにツール
が動きません。そういった具体的な問題へ
の対策をどうするかが、今後の課題です。

オンライン体験が
地域や経済の格差を超えて
社会を変える人材を育む
―デジタルは地方と都市の格差、経済
格差などを超えた教育機会を与えられる
と思いますか。

　私が運営に関与している市内の高校
（三井中央高等学校）に、1人でシリコン
バレーの技術者とチャットしながらICT環
境を整備し、Twitterや動画を取り入れた
ユニークな英語教育をしている台湾人の
先生がいます。その先生は「Chromebook
は、生徒たちと世界をつなぐドアもしく
は窓だ」と言い、地方のハンディキャップ
や家庭の収入格差など関係なく、誰にで
もチャンスがあると教えています。実際、
その学校の生徒はオンラインで自らの可
能性を拓

ひら

き、難関大学に合格したり、英語
コンクールで優勝したり、IT技術者を目
指す生徒が続出しています。良い先生と
デジタルがあれば、人生をメイクチェン
ジできる、私はそう信じています。
―今後「GIGAスクール構想」をどのよ
うな形で展開されていくのでしょうか。
　学校が変われば、そこを卒業した子ど
もたちが社会を変える力になります。そ
ういう意味で「GIGAスクール構想」は、日
本社会を変える壮大な実験だと思ってい
ます。久留米もそこに参加する1プレイ
ヤーとして、様々な施策に取り組んでい
るところです。その実験の中で各プレイ
ヤーが失敗や成功を経験し、そこから生
まれたベストプラクティスが教育を変え
るのだと思います。その実現には、全国の
プレイヤーが体験を共有する場が必要で
す。私は、その共有の場を生むコーディ
ネーターの存在を重視しており、Google
のようなグローバルなIT企業がその役割
を担ってくれると期待しています。

―久留米市の教育ICT推進体制につい
て、教えていただけますか。　
　教育部内に教育ICT推進課を新設し、
校長経験者や教育関係者、国内有力メー
カーの方など優秀な人材を呼び込みまし
た。推進体制はもちろん重要ですが、それ
よりも大切なのは、ICTを活用して何を教
えるかです。紙と鉛筆の学習を電子化す
るだけでは意味がありません。日本食の
素材でイタリアンやフレンチをつくろうと
してもうまくいかないのと同じで、レシピか
らつくり替えねばならないのです。我 は々、
そのレシピとして「Google Workspace 
fo r  Educa t ion」や、「Google  fo r 
Educat ion パートナー自治体プログラ
ム」を活用させていただきました。

教育のICT化により
受け身の教育から
能動的な学びへ

―児童・生徒の学び、先生の教え方な
どは、どのように変わりましたか。
　今はネットを使えば、子どもでも世界中
の知識を瞬時に手に入れられる時代です。
これからの教育は、いかに知識を覚える
かより、いかに生かすか、自分の体験につ
なげるかが核になります。6月には市内の
京町小学校で「バーチャル海外旅行」とい
う授業を行いました。カメラを持った豪州
観光地（ゴールドコースト）のエージェント
と教室をリアルタイムでつなぎ、子ども
たちが現地の人と英語でコミュニケー
ションを取る体験授業です。ICTを活用
すれば、地方に住むハンディキャップを簡
単に乗り越えられると、子どもたちは身を
もって経験しました。この世界がフラッ
トになる体験を授業に組み込めば、未来
の教育につながると期待しています。

紙と鉛筆の教育から
“Cloud by default”による

未来の教育へ
―教育ICT推進に関する問題意識と取
り組みの経緯をお聞かせいただけますか。
　私は参議院議員時代からオンライン授
業の可能性に着目し、「GIGAスクール構
想」が始まる1年以上前から文部科学省の
関係者らと議論を交わしていました。
2019年3月、久留米市長に就任した私
は、いの一番で教育のICT化を進めたかっ
たのですが、PCは1台10万〜20万円と高
額であり、ネット環境の整備や専門家の雇
用まで考えると、その道のりは非常に困
難でした。そこでGoogleの東京本社を訪
問したら「1台4万円のChromebookを使
えば、専任技術者を雇用しなくても安全
に使えます」と教えられ、これが原点とな
り“クラウド・バイ・デフォルト＊”を旗印
に、教育ICTの取り組みを加速しました。

G I GAスクール現場での取り組み

1961年3月11日福岡県久留米市生まれ。1984年3月京都大学経済学部卒業、同年4月東京銀行（現・三菱UFJ銀行）
入行。1994年2月モルガン・スタンレー証券入社、マネージング・ディレクターを経て2004年1月退社。同年7月参議
院福岡選挙区より初当選、財務副大臣、参議院経済産業委員長を務め2016年7月退任。2018年1月から現職。

2021年6月に久留米市
立京町小学校で行われた

「バーチャル英語授業」

教育ICT推進体制

＊クラウド・バイ・デフォルト：クラウドを第1候補とする、の意
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E d u c a t i o n a l  c u l t u r e

東京大学大学院
情報学環・学際情報学府 教授

越塚 登氏
Noboru Koshizuka

デジタル人材とはどのような人材
でその育成には何が必要で、デジ
タル人材の育成において大学など
の高等教育機関にはどのような役
割が求められているのでしょうか。
ユビキタスコンピューティングや
オープンデータ利活用研究の第一
人者であり、IoT、クラウド、ネッ
トワーク分野の最先端研究をリー
ドし、デジタル庁「デジタル社会
構想会議」や地方自治体の委員と
しても活躍する東京大学大学院 
情報学環・学際情報学府教授の越
塚登氏に話を伺いました。

デジタル人材に求められるのは
デジタル分野のエキスパートになること

見たこともないものをつくり
実現する能力が問われる

――GIGAスクール構想によってデジタ
ル人材が育つと思われますか。
　初等・中等教育に多くのお金を投下し
たことには大きな意味があります。お金
があるということはマーケットになると
いうことです。マーケットがあるところ
では企業が動き、新しいサービスが生ま
れます。現在は学校の先生がコンピュー
ターを管理していますが、いずれは簡単
にメンテナンスできるようなサービスも
出てくるでしょう。
　加えてパソコンなどのデジタル機器が
そろったことは大きなプラス要因です。
日本人は真面目ですから、モノを与えら
れれば使います。使っているうちに効果
が生まれます。先日、久しぶりに小学生向
けのプログラミング教室を行いましたが、
子どもたちはすごく進化していました。
　例えば、クリックやドラッグのやり方を
教える必要がなくなりました。そんなこと
か、と思うかもしれませんが、これは大き
な進化です。昔は大学生に対してそれを
教えていたのです。もはやその段階は必要
ありません。子どもたちはすでにそこま
でのITリテラシーを持っているのです。
　コンピューターと接することにストレ
スを感じないようになることも重要です。
例えば、コンピューターをツールとして
駆使するにはキーボード入力が必須です
が、それが口で話すことと同じくらいに
ストレスにならないことが重要です。コ
ンピューターを使うことにストレスを感
じないレベルになったということです。
たとえYouTubeで動画ばかり見ていた
としても、それでコンピューターとの距
離が縮まるならそれでもよいのかもしれ
ません。
――大学などの高等教育機関の意義も変
わってくるのでしょうか。
　圧倒的な知識量を持ち、それらを学生
に伝えてもらうことも大事ですが、これ

からは新しい局面が訪れます。それは見
たこともないものを実現する能力が問わ
れることです。高等教育機関ではその能
力やスキルを教育することが求められる
ようになります。
　そもそもデジタルは目に見えません。
プログラムを書くということは、見たこ
ともない、頭の中にある考えを形にする
ことです。新しい制度をつくることも同
じで、例となる対象物が常に目の前にあ
る「習うより慣れろ」の日本人が苦手な分
野でもあります。
　プログラミングは数学的な面もありま
すが、現実の社会に近い面もあります。大
きなプログラムをつくろうとすれば1人
ではできません。そこではコミュニケー
ション能力も必要になりますし、構造を
考える構想力も必要です。プログラミン
グを通してこうした能力が身につきます。
それを身につけさせるのが大学など高等
教育機関の役割です。　

デジタル途上国の日本に必要なのは
まず大人が勉強すること

――社会をリードするデジタル人材を育
てるための課題はどこにあるとお考えで
しょうか。
　日本は本質的なところで、まだ欧米に
経済的に追いついていない気がします。
日本で優秀な人材はお金を稼ぐことがで
きるビジネスの最前線に投入されます。
一方、過去からの豊かな人材のストック
を持っている欧州や米国は、すぐお金に
ならない基礎研究や、「デジタルオタク」
のところに優秀な人たちがたくさんいま

す。その結果、GAFAのようなプラット
フォーマーが生まれてきました。
　優秀なデジタル人材が目先の利益に追
われることなく、長期的な視点で基礎的
な領域に取り組むことが社会全体の底上
げにつながり、大きな収益をもたらしま
す。日本にはそうした余裕がないのが大
きな課題です。
――デジタル人材を育成するためにはど
こから何をしていくべきでしょうか。　
　先進国と言われる国々の特徴は大人が
勉強していることです。デジタルについ
てもそうです。「デジタル途上国」の日本
では、子どもに勉強しろと言う前に、大人
たちに「自分が勉強しろよ」と言いたいで
すね（笑）。
　勉強するのが仕事みたいな自分でも常
に知識不足を実感しています。どれだけ
勉強しても足りないのです。ましてや他
の仕事を持っている人は、デジタルにつ
いての知識が不足しがちです。だから勉
強するしかないのです。
　もうひとつ。今の教育はリベラルアー
ツ（一般教養）を勉強してから専門分野を
勉強しますが、デジタル人材を育成する
には逆のほうがいいのではないかと思い
ます。まず徹底的にプログラミングを勉
強し、それから社会やビジネスの仕組み
を勉強したほうが世の中の役に立てるの
ではないでしょうか。
　最後に、デジタル人材がなかなか組織
内で出世できないのも問題と考えていま
す。デジタルに詳しい人が経営陣に入っ
たり、社長になれる日が普通に来ること
を願っています。

を書くことそれ自体に喜びを感じるタイ
プです。
　実はデジタル人材というのはこのよう
な若者です。彼らが持っているスキルは、
数理科学やアルゴリズム、プログラミン
グツール群を含めた膨大なデジタル関連
の知識であり、当然コンピューターの膨
大なコマンドもそらで覚えていて、キー
ボードも爆速でタイピングします。いち
いち物事を調べながらプログラミングを
していたら日が暮れてしまいます。
――なぜ膨大な知識が必要になるので
しょうか。
　デジタル以外の理系の学問には、自然
がもたらす物理法則さえ理解できれば通
用する、という観点から多様性があまり
ないと考えています。一方、デジタルは人
造の世界です。プロセッサーやOS、通信
プロトコル、クラウドプラットフォーム
などではそれぞれシステムごとにテクノ
ロジーの作法が違います。人間の数だけ
宇宙があり、共通の法則は存在しません。
それがモノとデジタルの最大の違いで
す。その分、覚えておくべき知識の量は爆
発的に多くなります。デジタルに強くな
るには、覚えるしかありません。いわゆる
オタクの世界です。最大の問題はデジタ
ルの知識を持っていないことです。ひた
すら勉強するしかありません。
　デジタル人材の鉄則は「自分よりもで
きない・知らない人の言うことは聞かな
い」です。私自身、教壇に立つときはいつ
もドキドキしています。自分が持つ知識
が不足していることで、目の前にいる優
秀な学生に受け入れられないのではない
かと不安だからです。それを克服するた
めには、一生懸命勉強するしかないので
す。それがデジタル人材の宿命です。

多様性がある社会においては
覚える知識が膨大になる

――デジタル人材にはどのような知識や
スキルが求められているのでしょうか。
　今、あまりに多様なスキルをデジタル
人材の条件として考えがちです。私はデ
ジタル人材は「デジタル技術を駆使でき
る人材」とシンプルに考えるべきだと思い
ます。そうでないと逆にデジタル技術の
重要性が薄らいでしまいます。社会課題
を解決できる人材は、ソリューション人
材と呼べばよいと思います。両方の素養
を備えた人材はいると思いますが、双方
の知識やスキルはまったく異なります。  
　少し前に世界のプログラミングコンテ
ストを総なめにするような学生に出会い
ましたが、地味な若者でした。自己主張が
強くはなく、日本語よりもプログラミン
グが得意という感じなんです。社会課題
を解決しようというよりも、プログラム

高等教育とデジタル人材

1994年東京大学大学院理学系研究科情報科学専攻博士課程修了。2009年より東京大学大学院情報学環教授。
ユビキタスコンピューティングの研究を通じて、場所情報サービス、食品・医薬品・工業製品などのトレーサビリティ、スマー
トビルやスマートシティなど、様々なテーマに挑戦している。

小学生向けのプログラミン
グ教室で教壇に立つ越塚
登氏。「クリックやドラッグ
のやり方を教える必要がな
くなりました。そんなことか、
と思うかもしれませんが、こ
れは大きな進化です。子ど
もたちはすでにそこまでの
ITリテラシーを持っている
のです」。
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C o r p o r a t e  s t r a t e g y

株式会社NTTデータ
執行役員

技術革新統括本部長

  冨安 寛氏
Hiroshi Tomiyasu

デジタル人材の育成は民間企業で
も進んでいます。システムインテ
グレーションにおいて日本を代表
する企業であるNTTデータでは、

「2025年までにデジタル人財
100％化」を目指すとともに、「高
度デジタル人財5000人」という
目標を掲げて育成に取り組んでい
ます。先進デジタル技術の研究開
発や、デジタルを活用したサービ
スの設計・開発を担う高度デジタ
ル人材をどう育てるのか。同社の
執行役員 技術革新統括本部長の
冨安寛氏に話を伺いました。

教育制度と職能制度の抜本的改革で
「デジタル人財100％化」の実現へ

を目的にした極めて高い専門性を持つ社
員のための人事制度「ADP（ADvanced 
Professional）制度」、マネジメント能力
ではなく持っている技術力などの専門性
を評価する「TG（Technical Grade）制
度」、管理職の社員がより難易度の高い職
務に挑戦できるようにする「FG（Flexible 
Grade）制度」を導入し、多様なスキルを
持ったデジタル人材がそれぞれに活躍で
きるような環境整備を行っています。ADP
認定者は役員クラスの報酬を受けられる
といいます。
　ADPは「デジタルコア人財」、TGは「デ
ジタル専門人財」に該当しますが、こうし
た人材の育成にフォーカスしているのが
技術革新統括本部です。経済特区のよう
な特別な立ち位置から社内のルールの適
用を緩め、パートナー企業や事業部門を
巻き込んだエコシステムを構築し、マイ
ンドセットも含めた斬新な教育が行われ
ています。
　例えば次世代のトップ技術者を育成す
る「技統本塾」では、トップクラスにある技
術者が講師となり、塾生である技術者た
ちを半年間かけて直接指導します。いわゆ
る“虎の穴”的なスタイルで、技術者たちが
社外に向けて技術関連のプレゼンテー
ションができるレベルまで引き上げます。

「夜間のMBAのようなもので、魂を込め
て技術を理解させます」（冨安氏）。
　また「人財還流プログラム Digital 

Acceleration Program」では、技術者で
はなくユーザーである生活者の視点でシ
ステムを設計・開発する発想力を持つ人
材の育成が行われます。所属部署とは異
なる部署に異動し、2年間他部署の経験
を積んでから元の部署に復帰するという
ものです。先進領域でのプロジェクトを
経験することで、レガシー領域を担う部
署におけるデジタルプロジェクトをリー
ドするスキルを身に付けるという効果を
狙っています。
　コアテクノロジーに焦点を当てた育成
プログラムも行われています。それが

「Global Digital CoE」です。DevOps、
ブロックチェーン、AIなど専門領域ごとに
CoE（Center of Excellence）とよばれ
るセンターを設けて、グループ各社から
も参加して育成を強化しています。

学びのチャンスを広げ
デジタル人材の育成を拡大

　従来のゼネラリスト基調の人事制度を
見直してまで専門性の高い人材を育成し
ようとする同社の取り組みは、NTTグ
ループ全体の動きにも合致しており、比較
的スムーズに着手できたといいます。「専
門的な人財育成の取り組みは開始してか
らまだ3年目です。今は円滑に運用でき
ているかを見極めているところです」と
冨安氏は現状を語ります。専門人材の評
価は、評価者にも高いレベルのスキルが

求められるだけでなく、テクノロジーの変
化も速いため評価基準も毎年見直しが
必要となります。
　今後の大きなテーマは、この取り組みの
スケールを拡大させることです。現在、
ADPは8人、TGは79人、FGは29人にと
どまっています。しかし、こうした高度な
デジタル人材は一朝一夕には育てること
ができません。育成には時間がかかりま
す。そのため、同社はすでにスケール拡大
に向けて動き出しています。
　“虎の穴”である「技統本塾」には年間
120人が参加し、「人財還流プログラム」
には年間62人、「Global Digital CoE」
には累計で約2900人が参加しています。
また、別途行われている「デジタル技術研
修」には1万人以上が参加しています。
　2019年に始まったこれらの先進的教
育プログラムの受講者は毎年増え続けて
います。初年度の8000人から、昨年度
は2万6000人、そして今年は述べ3万
2000人が受講する予定です。今後は海
外の同社のグループ企業に在籍する13万
人にも広がっていくことになるでしょう。
　「従来のシステム開発の案件が増えてい
る中でも、先んじてデジタル人財を育成し、
2025年までにデジタル人財化率100％
を実現します」と冨安氏は力強く決意を語
ります。先を見据えたデジタル人材育成
の取り組みで、今後の大きな成果が期待
されます。

トータルとして「デジタル人財100％化」
を目指しています。
　同社がデジタル人材の育成を重要視す
るのは、前述の社会ニーズの大きな変化
への対応が急務であるためです。冨安氏
は「これまではお客様が決めた要件や仕
様通りに、システムを作り上げることが
求められていました。しかし、基盤となる
レガシーな大規模システムの開発需要は
一巡し、今はクラウドやAIなど高度なIT
を活用した生活者視点に立ったシステム
を、スピーディーに開発する案件が増えて
きています」と話します。
　こうしたニーズに応えるには、開発側
の組織や風土の醸成、人員の意識革新が
求められます。確立されたテクノロジー
を使って要求された仕様通りにシステム
を開発するというような、従来の “レガ
シー”な取り組み方では、確実なシステム
開発は遂行できても、新たなニーズで求
められるアジャイル型のスピーディーな
開発には対応できないからです。
　そこで、3年前から取り組んでいるのが
教育制度の改革です。社員1人あたり年
間50時間分を通常業務とは異なる業務
や学習機会に充てる「セルフイノベーショ
ンタイム制度」を導入し、社内副業や自己
研
けんさん

鑽を奨励して社員一人ひとりの意識変
革を促すとともに、Eラーニングなどの研
修プログラムも用意しました。

職能制度も見直して
専門性を評価・育成

　デジタル人材の採用と育成に向けて、
職能評価の制度も大幅に見直されまし
た。従来のゼネラリスト志向を評価の基
調にした「SG（Senior Grade）制度」に加
えて、高度プロフェッショナル人材の確保

ニーズの変化に対応し
教育制度の改革に着手

　NTTデータでは「デジタル人財」を、「生
活者の視点を持ち、デジタル化を進めら
れる人財」と定義しています。これは、運
用側にとって便利なシステムではなく、
使う側であるユーザー、すなわち一般の
生活者にとって便利なシステムが求めら
れるようになったという世の中のニーズ
の変化が背景にあります。
　「デジタル人財」は、3つのタイプに分類
されます。先進デジタル技術の研究開発
を先導する「デジタルコア人財」、高度な
デジタル技術の知見を有し、デジタルを
活用するサービスの設計・開発を担う「デ
ジタル専門人財」、ビジネスを熟知し、デ
ジタル技術を活用することで新しい価値
を創造する「デジタル活用人財」です。同
社では全社員を、この3つのタイプのい
ずれかに位置付ける形で育成を進め、

企業におけるデジタル人材の育成

1990年にNTTデータに入社。多数の金融システムの開発を経験した後、ソフトウエアの生産技術に関する研究開発、
普及展開を推進。2020年7月から執行役員・技術革新統括本部長として、従来の生産技術に加えて先進デジタル技
術を活用し、お客様や社会の変革を支えることをミッションとする。

◎ 「デジタル人財」の3タイプ

デジタルコア
人財

先進デジタル技術の
研究開発を先導する

デジタル
専門人財

デジタル技術の知見を有し、
デジタルを活用する

サービスを設計・開発する

デジタル
活用人財

ビジネスを熟知し、
デジタルを活用することで、
新しい価値を創造する

◎ 「デジタル人財」の獲得と育成に向けた環境整備

次世代トップ技術者育成
「技統本塾」

Global Digital CoE
による人財育成

ADP制度 TG制度 FG制度 人財タイプ追加

セルフイノベーションタイム

デジタル技術研修 人財還流プログラム
Digital Acceleration Program

育成

OFFJT OJT

社内風土 / 意識変革

制度

専門

専門 コア

活用 専門

専門
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